
平
成

™
�
年

›
月

˜
œ
日
火
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

�
 
号
)

官
報

~ 中日本高速道路株式会社が別に定める共

同企業体協定書による協定書（案）が提出

されていること。

c 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を

支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、公共工事等からの排除要請があり、当該

状態が継続している者でないこと。

d １に示した工事に係る設計業務等の請負人

又は当該請負人と資本若しくは人事面におい

て関連がある建設業者でないこと。

e 施工計画の内容が著しく不適当でない者及

び評価項目に対し全項目において施工計画の

提案があり、技術提案書が所定の枚数を超え

ていない者。なお、提出に必要な評価項目の

詳細は、入札説明書によるものとする。

３ 施工技術競争型総合評価方式に関する事項

\ 施工技術競争型総合評価方式の仕組み

本工事の施工技術競争型総合評価方式は、

競争参加申請者から申請時に技術提案と技術

提案プレゼンテーション前の指定の日までに

入札書を求め、技術提案の技術評価点50点以

上の者を選定し、中日本高速道路株式会社契

約規則（平成18年11月９日付中日本高速道路

株式会社規程第25号）第18条における契約制

限価格（以下「契約制限価格」という。）を「契

約目安価格」と読み替え、選定された者の入

札書の開札を行い、契約目安価格の２割増し

の範囲内での入札額で最も総合評価点が高い

者を落札者とする方式である。この場合、落

札者の提示した価格が契約目安価格を上回る

場合は当該価格について確認協議を実施し、

確認協議に基づく価格で契約するものとす

る。確認協議の主目的は、契約目安価格を超

えた入札となった場合に、契約目安価格を超

えた理由を確認した上で契約するためのもの

である。

] 技術提案及び入札書の提出 申請者は、申

請書、確認資料等の提出資料等の提出に併せ

て技術提案書（施工計画）及び技術提案プレ

ゼンテーション前の指定の日までに入札書を

提出すること。入札書は封書により提出する

こと。

^ 技術提案に関する事項 技術提案は、次の

項目について提出するものとし、資料は入札

説明書に基づき作成する者とする。

評価項目ÊからÍのうち、「１項目でも施工

計画の提案がなかった場合」、「１項目でも不

可がある場合」、「技術提案書が所定の枚数を

超えている場合」、「技術提案書の一部が不採

用の場合」は不適格とする。

また、評価項目ÊからÍの提案に対する提

案の有効性を、評価指標をもとに総合的に評

価するものとする。

{ 施工計画（施工方法及び仮設備計画に関

する変更提案は可能とするが、工事目的物

の変更を伴う提案は不可とする。工事目的

物とは、契約する単価項目全てを示すもの

で、単価項目を施工するにあたっての仕様

を契約書及び設計図書で示したものをい

う。）

Ê 施工体制・手法

Ë 鋼管杭の品質確保

Ì 特別な安全管理

Í 環境保全

_ 技術提案の評価項目及び評価基準 技術提

案の評価項目及び評価基準は次のとおりとす

る。

{ 施工計画

Ê 施工体制・手法

・工事を確実に履行するための施工体制

及び「品質管理、安全管理及び工程管

理」の手法と具体的な取り組み（下記

Ë、Ìに関する提案は除く。）

・コンクリートの配合の変更又は添加材

の追加等が伴う材料自体の変更につい

ての技術提案は不採用とする。

・技術提案の実施において、第三者との

協議が必要で、それにより実施の可否

が左右される提案については不採用と

する。

・交通保安要員の追加配置に関する技術

提案は不採用とする。

・技術提案のうち、過度に費用がかかる

と発注者が判断したものは不採用とす

る。

・３`の評価指標をもとに、提案された

内容について提案者の優劣を相対的に

評価

` 技術提案の評価指標（判定方式） 技術提

案の評価指標は次のとおりとする。

{ 優 設計図書、共通仕様書、施工管理要

領等の一般的基準による事項に加え、提案

の具体性や新規性が認められる内容のもの

で、数値的根拠や検討結果が示されており、

提案内容の信頼性が高いと認められる内容

のもの。

| 良上 「優」に比べ、やや劣ると認めら

れる内容のもの。

} 良 設計図書、共通仕様書、施工管理要

領等の一般的基準による事項に加え、提案

の具体性や新規性が認められる内容のも

の。

~ 良下 「良」に比べ、やや劣ると認めら

れる内容のもの。

� 可 設計図書、共通仕様書、施工管理要

領等の一般的基準による事項は述べられて

いるが、提案の具体性も特段の新規性も認

められない内容のもの。

� 不可 設計図書、共通仕様書、施工管理

要領等の一般的基準を満たしていない内容

のもの。

Ë 鋼管杭の品質確保

・鋼管杭の施工精度を高めるために重要

と思われる対策について、期待できる

効果を含め記述

・技術提案の実施において、第三者との

協議が必要で、それにより実施の可否

が左右される提案については不採用と

する。

・技術提案のうち、過度に費用がかかる

と発注者が判断したものは不採用とす

る。

・３`の評価指標をもとに、提案された

内容について提案者の優劣を相対的に

評価

Ì 特別な安全管理

・深層改良工の施工において人家、埋設

物等（光ケーブル幹線、高圧線、大型

水路等）に対する安全対策について、

期待できる効果を含めて記述

・技術提案の実施において、第三者との

協議が必要で、それにより実施の可否

が左右される提案については不採用と

する。

・技術提案のうち、過度に費用がかかる

と発注者が判断したものは不採用とす

る。

・３`の評価指標をもとに、提案された

内容について提案者の優劣を相対的に

評価

Í 環境保全

・周辺環境への配慮すべき項目・対策

（騒音・ＣＯ２削減）について期待で

きる効果を含め記述

・汚濁水の処理、振動対策に関する技術

提案は不採用とする。

・技術提案の実施において、第三者との

協議が必要で、それにより実施の可否

が左右される提案については不採用と

する。

・技術提案のうち、過度に費用がかかる

と発注者が判断したものは不採用とす

る。

・３`の評価指標をもとに、提案された

内容について提案者の優劣を相対的に

評価
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